
平成３1年度

おおずしのよさん



みなさんに大洲市の財政状況をより分かりやすく知って

いただくために「おおずしのよさん」を作成しました。

全国的に人口減少や、高齢化により地域活力が低下

し、地方自治体を取り巻く環境は厳しい状況となっていま

す。また、景気は回復傾向にあるものの、地方への波及

効果は乏しく、地域経済は依然として低調な状態が続い

ています。

そのような中、大洲市では、平成３０年７月豪雨災害に

より市内全域で甚大な被害が発生し、多くの方々が生活

に大きな影響を受けました。そのため、「がんばろう！大洲」

をキャッチフレーズに、災害からの早期復旧・復興に最優

先に取り組みながら、地域の特性を活かした元気で活力

のある安心・安全な住みよいまちづくりと、より一層の市民

サービスの向上に努めてまいります。

この「おおずしのよさん」によって市政を身近に感じていた

だくことで、市民のみなさまと一緒に、よりよい大洲市をつく

るための大きな架け橋となれば幸いです。
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※H28は手打ち（間違えている）

一般会計
286億1,000万円

（対前年度当初比 ３.1％増）

福祉、医療、教育や、道路・公園の整

備など基礎的な行政サービスを行う会

計で、市税は主にこの一般会計に使わ

れています。

特別会計
130億5,052万8千円

（対前年度当初比 1.0％減）

特定の事業を特定の収入によって行い、その

収支を明確にするために一般会計から独立さ

せた会計です。大洲市には1３の特別会計が

あります。
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公営企業会計
64億1,715万円4千円

（対前年度当初比 3.４％減）

民間企業と同じように、事業で収

益をあげて運営されている会計で

す。大洲市には水道、工業用水

道、病院の３つの公営企業会計が

あります。
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（単位：千円）
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自主財源、依存財源のパーセントは↑に合わせる（前年度は誤り）

自主財源と依存財源の推移

自主財源

8,029,932

28.1％
依存財源

20,580,068

71.9％

市税

3,979,204

13.9%
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（単位：千円）

【自主財源】市が自主的に収入できる財源

□市税…………………みなさんから市に納めていただく税金
□分担金及び負担金…市が行う事業などにより、特に利益を受ける人から徴収するお金

（保育料や老人ホームの負担金など）
□使用料及び手数料…公共施設の使用料や住民票の交付手数料など
□繰越金………………前年度から繰越したお金

【依存財源】国や県の意思決定に基づき収入される財源

■地方交付税…………全国の市町村によって生じている税収入の格差を是正し、一定の行政水準を

保つために国から交付されるお金
■譲与税・交付金等…国税や県税のうち一定の基準によって各市町村に譲与(交付)されるお金

■国庫(県)支出金……道路や建物の整備などに必要なお金の一部として国(県)から交付されるお金
■市債…………………国や金融機関などから借り入れるお金

※なお、臨時財政対策債は、国の地方交付税の財源不足を補てんするもの

として各自治体が借り入れるお金で、その償還費用は後年度の地方交付税
で措置されます。
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（単位：千円）

（単位：千円）
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（Ａ）－（Ｂ）
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一 般 会 計 の 歳 出
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総務費

3,645,718

12.7%

民生費

8,555,857

29.9%

衛生費

2,848,535

10.0%

農林水産業費

911,315

3.2%

商工費

1,302,122

4.5％

土木費

2,623,435

9.2%

消防費

1,052,212

3.7%

教育費

3,652,317

12.8%

公債費

2,620,626

9.2%

その他

1,397,863

4.8％

歳出総額
28,610,000千円

（単位：千円）

義務的経費

11,042,161

38.6%

投資的経費

5,727,467

20.0%

その他の経費

11,840,372

41.4%

人件費

4,288,210

15.0%

扶助費

4,133,520

14.4%

公債費

2,620,431

9.2%

普通建設事業費

4,658,955

16.3%

災害復旧費

1,068,512

3.7%

物件費

4,581,794

16.0%

補助費等

3,633,841

12.7%

繰出金

3,051,480

10.7%

維持補修費

305,693

1.1%

その他

267,564

0.9%

（単位：千円）

性質別（どんなものに？）

目的別（何のために？）

●総務費…………行政活動の管理運営や企

画調整のため

●民生費…………福祉サービスのため

●衛生費…………健康づくりや環境衛生の
ため

●農林水産業費…農業や林業、水産業振興
のため

●商工費…………観光や産業振興のため

●土木費…………道路や公園などの整備の
ため

●消防費…………消防や防災のため

●教育費…………学校教育や生涯学習、ス
ポーツ振興などのため

●公債費…………市債(借金)の返済のため

【義務的経費】 支払が義務的なもの

○人件費……………議員の報酬や職員の

給料
○扶助費……………児童手当や乳幼児､

重度心身障害者の医
療費など

○公債費……………市債(借金)の返済金

【投資的経費】 資本形成につながるもの
○普通建設事業費…道路や公園、学校な

ど公共施設の建設費

○災害復旧費………災害により被災した
施設の復旧費

【その他の経費】
○物件費……………消耗品や旅費、公共

施設の運営費など
○繰出金……………特別会計への支出金
○補助費等…………各種団体などへの補

助金や組合への負担
金など

○維持補修費………道路や施設の修繕費
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32,418

84,548

198,420

66,061

21,134

30,198

60,840

24,402

84,701

60,775

そ の 他 の 財 政 情 報

基金(預金)残高の推移
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（単位：億円）

基金とは大洲市の預金のことです。

財政調整基金とは不測の財源不足に備えるた

め、減債基金は市債(借金)の返済に充てるた

め、その他の基金とは特定の事業を行うために

積立てているお金のことで、一般会計のほか、

特別会計の国民健康保険や介護保険の運営のた

めの基金も含まれています。

今年度の当初予算を人口（平成3１年3月31日現在 43,120）で割った金額

市役所の管理や戸籍、税の事務に係る経費

学校教育や生涯学習､スポーツ振興に係る経費

消防や防災対策に係る経費

道路や公園などの整備、管理に係る経費

商工業や観光の振興に係る経費

農林業や水産業の振興に係る経費

健康づくりや環境衛生に係る経費

福祉サービスに係る経費

道路や学校、公園などの公共施設整備に要した借入金の返済に係る経費

使 い み ち金 額（円）
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実質的な市債負担額の推移

市債(借金)残高の推移
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一般会計

市債とは、学校や道路などを整備す

るために国や金融機関から借り入れる

お金です。
平成18年度までは500億円(１人あた

り100万円)を超えていた市債も、計画
的な借入れや繰上償還を実施すること
で徐々に減少していきましたが、平成
30年度については、災害復旧にかかる
工事等が集中したため、残高が増加す
る見込みとなっています。
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上記の市債残高の返済には、受益者が

負担する利用料や制度により地方交付税

で措置されるものがあります。これらを

除いたものが大洲市の実質的な市債負担

額となり、その額の推移は左のグラフの

とおりです。

平成29年度決算で見ると、市債残高358

億4千万円のうち、大洲市の実質的な市債

負担額は83億9千万円となりますので、1

人あたりの負担額は190,983円です。
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地図で見る平成31年度の主な建設事業

市道小宇根線(改良)

市道太田線(改良)

林道滝上長尾線(改良)

大川分団第4部第5部合同詰所（改築）

市道徳森団地12号線(改良)

市道黒木野佐来線(改良)

市道中嶋線(改良)

市道春賀河内線(舗装)

市道環境センター線(舗装)

市道新谷五十崎線(改良)

長浜港晴海護岸（改修）

城山公園整備
冨士山公園（長寿命化）

松井家住宅整備

肱川橋北観光トイレ整備

喜多幼稚園・肱北保育所

長浜中学校施設整備

粟津小学校屋内運動場

新谷小学校プール（改修）

平小学校屋内運動場改修及び

大洲北中学校技術教室

棟及び屋内運動場（改

大和公民館（新築）

稲積集会所（改築）

念峠1号橋（修繕）

立山5号橋（修繕）

無名橋3（修繕）

都梅橋（修繕）
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林道橡谷線(開設)

市道大中山百合谷線(舗装)

市道石原線(改良)

地方創生道整備推進

交付金事業

市道怒田野尾口正山線(改良)

市道日の平大成線(改良)

市道一の瀬其川線(法面対策)

大谷分団詰所（解体）

市道北平師走野線(改良)

山槌橋（修繕）

10



大洲市主要施策に沿って、平成３１年度の主な事業を説明します。（新）…新規事業（拡）…拡充事業 

 

 

 

 

 

農業の振興 農林水産課・農山漁村整備課 

 

事 業 費 １億２,９３２万円 

 

 

 

中山間地域等直接支払推進事業 

農業人材力強化総合支援事業 

多面的機能推進事業 

農山漁村地域担い手支援事業 

6 次産業化・農商工連携支援事業 

農山漁村地域新規参入確保・育成支援事業 

６,８３６万円 

２,７４８万円 

１,５２６万円 

１,００７万円 

４５５万円 

３６０万円 

安全・安心な農産物の生産と農業文化の維持、自然や農村環境の保全のために、意欲ある担い手と

生産組織の育成を図るとともに、農地利用の促進、生産基盤・生産環境の整備を図ります。 

 

林業の振興 農林水産課・農山漁村整備課 

 

事 業 費 １億８,２８２万円 

 有害鳥獣対策事業 

林道新設・維持修繕事業 

間伐材等出荷促進対策事業 

椎茸生産振興事業 

竹林再生・利用促進緊急支援事業 

森林づくり木造住宅建築促進事業 

森林経営管理事業 

８,８２７万円 

４,２９４万円 

２,０００万円 

１,２００万円 

１,０００万円 

６００万円 

３６１万円 

林道・作業道などの基盤整備や、間伐・保育施業などの計画的な育林、南予産材による木造住宅の

建築の推進を行い、林業の活性化を図ります。また、良質な大洲産椎茸の生産拡大・販売を推進し、

近年被害が顕著になっているイノシシなどの有害鳥獣対策にも積極的に取り組むことで、農林作物の

被害軽減を図ります。 

                     

水産業の振興 農林水産課・農山漁村整備課・長浜支所地域振興課 

  事 業 費 ２,７４０万円 

 

 

 

 

長浜港小型船だまり漁業関連施設整備事業

出海漁港浚渫工事 

魚族育成(稚魚放流)協力助成事業 

水産業振興補助事業 

水産施設管理事業 

２,１７６万円 

２９２万円 

１４６万円 

７０万円 

５６万円 

稚魚・稚貝の放流事業や、中間育成の助成、漁港施設の整備・維持管理を行うことで水産業の振興を

図ります。また、今年度より長浜港小型船だまりの漁業関連施設の整備を進めます。 

Ⅰ 活力きらめくまちづくり 

（新） 
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産業の振興 商工産業課 

 

 

 

 

 

 

事 業 費 ４,８２０万円 

 

 

大洲ブランド創出事業 

地域おこし企業人推進・支援事業

産業フェスタ開催事業 

特産品開発事業 

地産多消推進事業 

３,２００万円 

５５０万円 

５００万円 

４２０万円 

１５０万円 

大洲ええモンセレクション認定制度の充実を図り、市内で製造・加工される商品や、農林水産品の

ブランド化を進めることで、地域の活力創出と産業の活性化を推進します。また、大洲市における伝

統的な食材を活用した料理・特産品の開発や、市の認知度向上と消費拡大につながる取り組みにより、

地産多消を推進します。 

 

商工業の振興 商工産業課 

 

 

 

 

事 業 費 １億４,１２７万円 

 

 

 

 

 

企業立地促進奨励事業 

中小企業振興資金融資預託金 

市内商工団体育成事業 

中小企業振興資金利子補給金など 

中小企業者・小規模事業者応援事業 

企業誘致活動事業 

３,６８４万円 

７,０００万円 

１,９７８万円 

７３６万円 

５３０万円 

１９９万円 

地域経済の活性化と雇用の拡大を図るため、企業誘致活動に積極的に取り組みます。また、融資事

業の運用資金を市内金融機関に預託するとともに、融資資金利子の一部を助成するなど市内中小企業

の事業活動を支援します。その他、中小企業者・小規模事業者が行う人材育成や技術開発などの自主

的な企業活動を多角的に支援することで、産業の活性化を目指します。 

 

観光の振興 観光まちづくり課 

 

 

 

 

事 業 費 ４億１,２０１万円 

 

 

 

 

 

松井家住宅整備事業 

町屋活用改修事業 

観光まちづくり戦略推進事業 

各種イベント補助事業 

うかい観光活性化事業 

いもたき文化情報発信事業 

ＪＲ四国観光列車受入事業 

１億７,１２８万円 

１億５,９６０万円 

４,１００万円 

１,９３６万円 

１,４０５万円 

３９２万円 

２８０万円 

地域の魅力ある観光資源を掘りおこしながら、時代のニーズに合った事業を展開し、観光事業を推

進します。また、市指定文化財「松井家住宅」を改修し観光施設としての活用を図ります。さらに、

肱南地区の町屋・古民家等を改修し歴史的資源を活用する事業者に対して、改修経費を助成します。 

 
 

（新） 
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健康づくりの推進 保健センター 

 

 

 

 

  

事 業 費 ２億４,０１７万円 

 

 

 

 

 

各種感染症予防事業 

妊婦乳児一般健診事業  

がん検診などの委託事業 

栄養改善・食育推進事業 

特定不妊治療費助成事業 

骨髄バンクドナー支援事業 

１億７,０７４万円 

３,３９５万円 

３,０００万円 

２３５万円 

２８５万円 

２８万円 

乳幼児や成人の健診、予防接種、健康相談などを通して、健康づくりの意識向上と福祉の増進に取

り組みます。また、食を通じた健康づくりや健全な食生活を実践する取り組みを進めるとともに、大

洲の特性を生かした食育を推進します。 

 
 

地域医療体制の充実 保険年金課 

 

 

 

 

事 業 費 ４,８０６万円 

 

 

 

 

 

休日夜間急患センター運営事業 

病院群輪番制病院運営事業 

救急医療対策事業 

小児在宅当番医運営事業 

循環器系救急病院運営事業 

産科医等確保支援事業 

２,４６１万円 

９６９万円 

９３０万円 

１６１万円 

１５９万円 

１２６万円 

休日夜間急患センターの運営を支援し、一次救急医療体制の充実を図ります。また、小児科医の在

宅当番制や、二次救急医療における病院群輪番制を担う病院の運営を支援することで、地域医療体制

の維持・充実を図ります。 

 
 

障がい者福祉の充実 社会福祉課・保険年金課 

 

 

事 業 費 １３億７９６万円 

 

 

 

 

 

 

介護給付・訓練等給付事業 

重度心身障害者医療費助成事業  

自立支援医療等給付事業 

社会参加促進事業など 

特別障害者手当等支給事業 

障がい者基幹相談支援センター事業 

９億２,７１０万円 

１億９,７５６万円 

７,８０７万円 

７,０７５万円 

２,３３４万円 

１,１１４万円 

障がいのある人もない人も、互いに支え合い地域の中で明るく豊かに暮らしていける社会を目指し

て、障がい者の自立と社会参加を促進します。また、障がい者が住み慣れた地域で自立して暮らせる

ために、医療費の助成や介護サービス、就労相談など各種支援の充実に努めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 安心きらめくまちづくり 
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子育て支援の充実 子育て支援課・保険年金課・保健センター 

 

 

 

事 業 費 ２２億３,６５６万円 

 児童手当支給事業 

保育所運営事業 

児童扶養手当支給事業 

認定子ども園等施設型給付事業 

私立保育所への運営委託料など 

子ども医療費助成事業 

地域子ども・子育て支援事業 

病児保育事業（施設新規開設補助金ほか） 

ひとり親家庭医療費助成事業 

愛顔の子育て応援事業 

乳幼児健康診査事業 

未婚児童扶養手当受給者臨時特別給付金給付事業 

６億５,３２８万円 

４億５,２７３万円 

２億９,７４７万円 

２億７,６１０万円 

２億３,５９１万円 

１億１,５８２万円 

８,５６３万円 

５,９５７万円 

４,３３６万円 

１,０２６万円 

５３６万円 

１０７万円 

地域の将来を担う子どもたちが健やかに育ち、安心して子育てができる地域を目指し、保育所の健

全運営を行うとともに、市民のニーズに沿った延長保育、学童保育や、ファミリーサポートセンター

運営事業の充実とサービス向上に取り組みます。また、今年度より、小中学生について、歯科医療費

の全額と、第１子・第２子の月額３千円を超えた通院医療費を助成します。その他、多子世帯の保育

料助成などにより、子育て世帯の経済的負担を軽減します。 

 

高齢者福祉の充実 高齢福祉課 

 

事 業 費 ５１億９,２７３万円 

 

 

 

 

 

介護サービス等保険給付事業 

介護予防等地域支援事業 

老人ホーム入所措置事業 

外出支援サービス事業 

緊急通報装置貸与事業 

４８億８ ,３０９万円 

２億７,３０１万円 

２,７１１万円 

５３４万円 

４１８万円 

高齢者が生きがいを持って元気で生き生きと暮らせるよう、介護予防に重点的に取り組みながら地

域ぐるみで高齢者一人ひとりの生活を支える体制を構築し、福祉サービスの充実に努めます。 

  

後期高齢者医療対策 保険年金課・保健センター 

 

事 業 費 １２億４,１４３万円 

 

 

 

 

 

後期高齢者医療療養給付事業 

後期高齢者医療保険料納付金 

保険料軽減市負担金 

人件費や事務費など 

健康診査事業 

６億４,０１７万円 

３億６,６２７万円 

１億８,５４７万円 

４,１６９万円 

７８３万円 

７５歳以上の方、および６５歳から７４歳の方で一定の障がいがある方を対象に、県後期高齢者医

療広域連合が主体となって医療給付事業を実施するとともに、福祉の向上と医療費負担の軽減、健康

診査の受診促進を図ります。 

（拡） 

（新） 

（新） 
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豊かな心と健やかな体をはぐくむ教育の推進 教育総務課 

 事 業 費 １,３２９万円 

 

 

 

 

おおずふれあいスクール運営事業 

こども発達支援事業 

メンタルサポーター設置支援事業 

スクールソーシャルワーカー活用事業 

いじめ対策アドバイザー設置事業 

地域ぐるみの安全安心対策事業 

６３８万円 

５０９万円 

８０万円 

４７万円 

３０万円 

２５万円 

豊かな人間性を持ったたくましい子どもの育成を目指すため、相談体制を充実し、いじめや不登校

のない学校づくりを推進するとともに、保護者・地域と連携して児童・生徒の安心安全の確保に努め

ます。また、今年度より「こども発達支援室」を設置し、心身の発達に心配がある子どもと保護者へ

の支援の充実を図ります。 

 

学校施設・設備の整備（小・中・幼稚園） 教育総務課 

 事 業 費 １６億４,２９０万円 

 

 

 

 

施設の改修・改築事業 

スクールバス運行事業 

教育用コンピュータ管理事業 

学校用備品購入事業 

１４億３,３２０万円 

１億２,９２６万円 

５,１９６万円 

２,８４８万円 

旧耐震基準で建設した学校施設の耐震化や改築事業、閉校した施設の解体撤去などを計画的に実施

します。また、施設の改修・修繕や、必要な備品などの購入・更新を行うことにより、学習環境の改

善と次代を担う子どもたちの教育環境の整備・充実に努めます。 

 

公民館の機能の充実と施設の整備 生涯学習課 

 

事 業 費 ５億８,６９８万円 

 

 

 

 

 

公民館運営管理事業 

大和公民館建設事業 

施設改修・備品購入事業 

各種学級講座事業 

公民館活動補助事業 

３億３,４９３万円 

２億２,７７７万円 

１,３３１万円 

６４３万円 

４５４万円 

地域住民が気軽に利用できる身近な生涯学習の拠点として、公民館の管理運営と利用促進に努めま

す。また、老朽化した公民館施設の改修に計画的に取り組みます。 

 
 

Ⅲ 文化きらめくまちづくり 

 

（新） 
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図書館・博物館の機能の充実と活用 図書館・博物館 

 事 業 費 ７,７７７万円 

＜図書館＞  

５,４３５万円 

１,２８７万円 

７６万円 

１１万円 

 

 

８３８万円 

１３０万円 

 

 

 

 

運営管理事業 

資料収集整理事業（図書購入など） 

読書推進事業 

入場者 150 万人達成記念セレモニー

開催経費 

＜博物館＞ 

 

 

運営管理事業 

資料収集整理事業 

地域の歴史や文化を幅広い世代が学ぶことができる図書館・博物館の利用を促進し、市民の学習意

欲の向上と自主的な学習活動を支援します。今年度は、大洲図書館入場者１５０万人に達することが

見込まれるため、記念セレモニーを実施します。 

 

文化事業の推進 文化スポーツ課 

 

 

 

 

 

事 業 費 １,６５８万円 

 

 

 

 

（四国遍路巡礼路）遺跡確認調査事業 

臥龍山荘名勝調査事業 

指定文化財保護事業 

麟鳳閣保存修理工事 

７７２万円 

４９９万円 

２００万円 

１８７万円 

長い歴史の中で育まれ、今日まで守り伝えられてきた市民の共有財産である文化財を保護し、社会

全体で後世に伝承していくため、指定・登録文化財の調査や、保存・改修事業を行います。今年度は、

県指定有形文化財である麟鳳閣（新谷）の保存修理を行うとともに、四国遍路巡礼路の国の史跡指定

に向けての調査及び中世城郭跡などの市内遺跡調査を実施します。 

 

スポーツ活動の推進 文化スポーツ課 

 

 

事 業 費 １億２,４６４万円 

 

 

 

 

総合体育館施設改修事業 

各種大会・団体補助事業 

市スポーツ推進計画策定事業 

市体育協会補助事業 

スポーツ推進委員報酬 

１億７万円 

１,３２５万円 

５１２万円 

５１０万円 

１１０万円 

スポーツイベントや施設の充実により、生涯にわたり日常的にスポーツに親しむ機会を提供し、市

民の心身の健康維持と体力の向上を図ります。今年度は、今後のスポーツ振興の総合的かつ計画的な

推進を図るための指針となる「大洲市スポーツ推進計画」を策定します。 

 
 

（新） 

（新） 

（新） 

（新） 

16



 

 
 

市街地・集落の整備 都市整備課・農山漁村整備課 

 

 

 

事 業 費 １億１５４万円 

 

 

地籍調査事業 

老朽危険空き家等除却事業 

景観形成推進事業 

肱川橋周辺まちづくり推進事業 

８,３９８万円 

１,２００万円 

５２０万円 

３６万円 

老朽化により倒壊の恐れがある危険な家屋について、除却に要する費用の一部を助成し、安心・安

全な住環境の保全に努めます。また、肱南地区を中心とした計画区域内において、景観に配慮した環

境整備を促進します。また、「国土調査事業十箇年計画」に基づき、地籍調査事業の実施と土地利用

の正確な把握、管理に努めます。 

 

交通基盤の整備 復興支援課・建設課・都市整備課 

 事 業 費 ９億３,９７８万円 

 

 

 

 

 

 

 

過疎・辺地対策道路整備事業 

都市計画道路事業（若宮東大洲線） 

交付金道路整備事業 

地方道路整備事業（市道新谷五十崎線） 

道路新設改良事業 

循環バス運行事業 

県工事負担金 

道路環境整備交付金 

地域公共交通網形成計画推進事業 

２億６,０００万円 

２億３,０９３万円 

２億１,３００万円 

６,５８５万円 

６,４５０万円 

５,７００万円 

３,９２８万円 

６３６万円 

２８６万円 

幅員の狭い区間や未舗装の市道の改良・舗装などを行い、広域交通網、地域間幹線道路の整備を促

進し、地域住民の利便性や安全性の向上を図ります。また、市内循環バス「ぐるりんおおず」の運行

経費と車両整備費を助成します。 

 

移住・定住の促進 復興支援課 

 

 

事 業 費 ５,３７５万円 

 

 

 

 

 

 

地域おこし協力隊推進・支援事業 

新築住宅取得費補助事業 

空き家改修費・取得費補助事業 

新規就業・結婚新生活支援事業 

地域おこし企業人推進・支援事業 

新規就業者等奨学金返還補助事業 

２,６２９万円 

８００万円 

７００万円 

６３６万円 

５５０万円 

６０万円 

空き家の活用や、若者の就業・結婚支援など住みよい魅力あるまちづくりを推進し、移住･定住に

積極的に取り組みます。また、地域外の人材を「地域おこし協力隊」として積極的に受け入れ、農業

や観光、イベント企画などの地域活動を通じて、人口減少が進む地域の活力創造と地域力の強化を図

ります。また、今年度より、都市圏の民間企業等の社員を「地域おこし企業人」として受け入れ、企

業で培われたノウハウや人脈を活かして地域の活性化に取り組みます。 

Ⅳ 快適きらめくまちづくり 

 

（拡） 
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河川・海岸の整備 治水課・農山漁村整備課 

 

 

事 業 費 ３億３,７２６万円 

 

 

山鳥坂ダム道整備推進交付金事業 

阿蔵高山残土処理場建設事業 

（出海・青島漁港）施設長寿命化計画策定事業 

山鳥坂ダム関連地域振興整備事業 

２億２,４３３万円 

９,０６３万円 

１,９３０万円 

３００万円 

山鳥坂ダム建設に伴う水源地域の振興策として、道路改良事業や公共施設代替用地の整備を行いま

す。また、公共事業で発生した建設土を集積することを目的に、阿蔵高山残土処理場を整備します。 

その他、出海・青島漁港について、「海岸保全施設長寿命化計画」を策定し、海岸堤防の施設改修を

計画的に実施します。 

 

上下水道の維持管理・整備の推進 水道課・下水道課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 費 １０億８,６９０万円 

＜上水道＞  

４億２,７００万円

２億８,１００万円 

５,７６０万円 

 

３億５００万円 

１,３８０万円 

２５０万円 

 

 

 

菅田地区水源移設事業 

管路の耐震化及び老朽管更新事業 

堤防整備事業に伴う水道管布設替事業 

＜下水道＞ 

 

 

肱北処理区汚水管渠布設事業 

雨水処理施設長寿命化事業 

肱南処理区汚水管渠布設事業 

水道施設の適切で計画的な維持・更新を図りながら水質管理を徹底することで、水源水量の安定的

な確保と、安全安心な飲料水の供給に努めます。また、公共用水域の水質保全と水洗化率の向上を目

的として下水道施設を計画的に整備し、生活環境の改善を図ります。 

 

災害に強いまちづくりの推進 危機管理課 

 事 業 費 １億７,８３７万円 

 

 

 

 

 

車輌、消防ポンプ・ホース等備品購入 

消防川上支署耐震化事業（消防事務組合負担金） 

消防詰所改築事業 

防災行政無線管理事業 

防災行政無線整備事業（肱川・河辺地域） 

がけくずれ防災対策事業 

救助用ボート、チェーンソー購入事業 

災害・避難カード作成費補助事業 

３,８０７万円 

３,８５４万円 

２,９６９万円 

２,８８３万円 

１,７８６万円 

１,３４７万円 

７４１万円 

４５０万円 

台風や大雨による水害や、発生が予測されている南海トラフ巨大地震などの災害から市民の生命と

財産を守るため、防災･減災対策に取り組みます。また、地域の自主防災組織における活動を支援する

ことで、災害に強いまちづくりを推進します。また、消防車輌などの更新や救助用ボートなどの資機

材の購入、福祉避難所に対する物資・備品整備などを行うなど、防災力の充実・強化を図ります。 

 

（新） 

（新） 

（新） 

18



 

平成 30年 7月豪雨災害からの復旧・復興事業      

総務課・復興支援課・市民生活課 

社会福祉課・農山漁村整備課 

商工産業課・都市整備課 

建設課・教育総務課 

 

 

事 業 費 １７億３６９万円 

 

 

道路・橋梁等災害復旧事業 

八幡浜・大洲地区運動公園復旧事業 

被災住宅応急修理補助事業 

農地・農林道等災害復旧事業 

中小企業等防災対策支援事業 

中小事業者災害復旧支援事業 

災害派遣職員人件費負担金 

被災者見守り・相談支援事業 

大洲市復興計画進捗管理事業 

地域コミュニティ等復興支援事業 

被災した子どもへの心のケア事業 

（特別巡回相談） 

 

９億２,８３０万円 

２億７,０００万円

１億７,５２０万円 

１億３,３２１万円 

６,０００万円 

４,２００万円 

４,９８８万円 

２,２３６万円 

１,６３３万円 

６００万円 

４１万円 

平成 30年 7月豪雨災害からの早期復旧・復興に向け、道路・橋梁、農地や災害廃棄物の仮置場とし

ていた八幡浜・大洲地区運動公園などの復旧工事を行います。また、被災した住宅や中小企業施設・

設備への補助事業、被災者への見守り相談事業や災害を体験した子どもの心をケアする特別巡回相談

事業などを実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19



 

 

 

 

自然環境の保全 市民生活課・下水道課 

 

 

事 業 費 ４,４５９万円 

 

 

 

合併浄化槽設置整備事業補助金 

環境測定事業 

郷土美化運動事業 

有用微生物群普及事業 

３,５００万円 

７０１万円 

１８２万円 

７６万円 

美しく豊かな「清流 肱川」を次の世代へ引き継いでいくために、河川の浄化と河川環境の保全に

取り組みます。また、一斉清掃活動や市民の清掃活動の支援を通じて、自然環境の美化に努めます。 

 
 

自然を活かした事業の推進 
農林水産課・都市整備課 

肱川支所地域振興課・教育総務課 

 事 業 費 ９４６万円 

 

 

 

自然教室推進事業 

やすらぎの水辺整備事業 

少年自然愛護活動補助事業 

鹿野川湖利活用事業 

肱川かわまちづくり整備事業 

６１６万円 

２２７万円 

６４万円 

２０万円 

１９万円 

自然に親しむ学習や、地域の人々との交流活動を通じて、自然の大切さ・美しさを感じながら、豊

かな心と愛郷心を育みます。また、まちと水辺が融合した『かわまちづくり』の創出と、肱川の水辺

を活かした地域活性化を目指します。 

 
 

省エネルギー化と生活衛生対策の推進 市民生活課・環境センター 

 

 

 

 

 

 

事 業 費 ８億２,５５６万円 

 

 

 

 

 

環境センター運営事業 

ごみ収集事業 

ごみ袋作成・販売事業 

不燃物埋立地監視・監理事業 

住宅用太陽光発電システム設置費補助事業 

廃乾電池運搬処理事業 

４憶５,４８８万円 

３億２,６６５万円 

２,６６７万円 

９０３万円 

５６０万円 

２７３万円 

環境センター（ごみ焼却施設）や不燃物処理場の効率的な管理・運営に努めながら、事業者と行政

が一体となってごみの削減と資源の再利用を推進します。また、地球温暖化防止に向けて、自然エネ

ルギーを活用する取り組みを積極的に支援します。 

 

 

Ⅴ 自然きらめくまちづくり 
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市民活動の活性化 企画情報課・復興支援課・子育て支援課 

 

 

事 業 費 ６億４４７万円 

 

 

 

 

プレミアム付商品券発行事業（消費税対策） 

地域振興一括交付金事業 

過疎地域自立促進基金積立金 

がんばるひと応援事業 

３億９,２４２円 

１億５,５５５万円 

３,２０２万円 

２,４４８万円 

地域コミュニティを維持・存続し、市民と行政の協働によるまちづくりを活性化していくため、「地

域振興一括交付金制度」により地域自治組織の活動を支援します。また、地域や団体が実施する住民

主体のまちづくりや、地域の特色を活かした活動を支援する「がんばるひと応援事業」により、地域

の活力の創造と明るいまちづくりを推進します。 

 

 

人権尊重のまちづくり 人権啓発課 

- 

事 業 費 ７,５８５万円 

 

 

 

 

隣保館運営管理事業 

人権啓発事業 

県人権対策協議会大洲市連合会補助事業 

市人権教育協議会補助事業 

３,２６１万円 

２,１１４万円 

１,３６０万円 

８５０万円 

 家庭や学校、地域社会、職場などさまざまな場面に応じた人権教育・人権啓発活動を推進し、すべ

ての市民の人権を尊重した、生き生きと暮らすことのできる社会の実現を目指します。 

 

 

交流事業の促進 企画情報課・観光まちづくり課 

 

 

事 業 費 ６６６万円 

 

 

 

中学生海外派遣事業 

友好都市交流促進事業 

 

４６５万円 

２０１万円 

 

中学生を海外に派遣し、ホームステイを通して異国の文化・歴史・生活習慣に触れることにより、

国際性豊かな人材の育成を目指します。また、友好都市との地域間の文化の交流や親善により地域に

活力をもたらします。（令和元年度：滋賀県高島市との交流事業を実施） 
 

Ⅵ 人々きらめくまちづくり 
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実

質

公

債

費

比

率

健全化判断比率とは、地方公共団体の財政
状況を統一的な指標で明らかにし、財政の健
全化や再生が必要な場合に迅速な対応をとる
ため、「地方公共団体の財政の健全化に関す
る法律」に基づき算定される指標のことで
す。

H27

10.0％

38.0％

H28

9.0％

31.4％

H29

大洲市

8.5％

39.5％

H27

8.9％

35.9％

H28

8.0％

36.0％ H29

県内市町平均

7.6％

33.4%
H27

7.4%3

38.9％ H28

6.9％

34.5％

H29

全国市町平均

6.4％

33.7％
6%

9%

12%

30%40%50%

実質公債費比率とは…大洲市が自由に使えるお金(一般財

源)が市債の返済にどのくらい充てられているかを示す指標

です。

大洲市の平成2９年度の実質公債費比率は8.5%とな

り、一般財源の8.5％が市債の返済に充てられていることを

示しています。

実質公債費比率は18％未満が望ましいとされているため、

大洲市では平成18年度から公債費負担適正化計画を策定

し、平成24年度決算で実質公債費比率を18％未満とするよう

取り組んできました。その結果、1年前倒しの平成23年度

決算において1８％未満になりました。

将 来 負 担 比 率

≪ 解 説 ≫

将来負担比率とは…大洲市が自由に使えるお金(一般財

源)に対して、負債がどのくらいあるかを示す指標です。

大洲市の平成29年度の将来負担比率は39.5％と

なり、一般財源の39.5%の負債があることを示していま

す。

将来負担比率は350％未満が望ましいとされており、大

洲市がその値に接近する心配はありません。

負債には各会計の市債残高のほか、一部事務組合への

負担見込みや退職手当の負担見込みなどがあります。

上段：実質公債費比率

下段：将来負担比率
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 愛 媛 県  大 洲 市 

 （歳入）　
 　　　　・ 引上げ分の地方消費税交付金　

 （歳出）　
　　　　・ 社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

国庫
支出金

県
支出金

その他 一般財源
うち、引上げ分の

地方消費税
（社会保障財源化分）

1,427,512 533,218 338,254 156,641 399,399 36,018

312,402 84,520 227,882 20,551

1,482,110 119,015 111,560 280,264 971,271 87,589

43,360 21,445 1,000 20,915 1,886

731,340 548,505 25,280 157,555 14,208

31,656 1 31,655 2,855

72,792 72,792 6,564

0

4,101,172 1,200,738 496,539 522,426 1,881,469 169,671

660,560 5,185 2,592 652,783 58,869

322,519 57,778 186,111 78,630 7,091

0

983,079 62,963 188,703 0 731,413 65,960

825,640 139,105 686,535 61,913

170,741 170,741 15,398

243,901 2,122 1,852 43,302 196,625 17,732

24,468 2,380 10,977 11,111 1,002

0

1,264,750 2,122 143,337 54,279 1,065,012 96,045

6,349,001 1,265,823 828,579 576,705 3,677,894 331,676

平成３１年度　消費税率引き上げ分に係る地方消費税収の充当経費について

331,676千円

6,349,001千円

事　　　業　　　名 事業費

特定財源

財　源　内　訳

社会
福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護扶助事業

総合福祉施設運営事業

社会福祉団体運営補助

小　　　計

保健
衛生

高齢者医療事業

感染症予防事業

健康増進事業

診療所運営事業

　地方消費税交付金のうち、消費税率引き上げに伴う増収分については、社会保障施策（社会
福祉、社会保険、保健衛生に関する施策）に要する経費に充てるものとされています。
　平成３１年度における地方消費税交付金の増収分については、以下のとおり本市の社会保障
経費に要する一般財源の一部として活用することとしています。

小　　　計

合　　　計

社会
保険

介護保険事業

国民健康保険事業

小　　　計
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